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シリーズ
　

京
丹
後
市
に
は
、
保
育
所
や
学

校
、
ご
み
処
理
施
設
な
ど
多
く

の
施
設
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら

施
設
管
理
の
経
費
は
、
施
設
の

利
用
者
が
負
担
す
る
使
用
料
や

市
民
の
皆
さ
ん
が
納
め
る
税
金

な
ど
で
賄

ま
か
な

っ
て
い
ま
す
。
し
か

し
、
施
設
の
新
築
や
大
規
模
改

修
を
行
う
場
合
は
一
度
に
た
く

さ
ん
の
お
金
が
必
要
と
な
り
ま

す
の
で
、
住
宅
ロ
ー
ン
の
よ
う

に
金
融
機
関
な
ど
か
ら
資
金
を

借
り
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。（「
地

方
債
」
制
度
）。

　
た
だ
し
、自
由
に
借
金
（
市
債
）

を
す
る
こ
と
は
で
き
ず
、
議
会

の
予
算
議
決
と
府
知
事
の
同
意

が
必
要
に
な
る
ほ
か
、
法
律
（
通

称
「
財
政
健
全
化
法
」）
に
定
め

ら
れ
た
財
政
の
健
全
性
に
関
す

る
基
準
を
超
え
る
と
新
た
な
借

金
が
制
限
さ
れ
る
仕
組
み
（
チ
ェ
ッ

ク
機
能
）
が
整
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
平
成
23
年
度
に
お
け
る

全
て
の
会
計
を
対
象
と
し
た
本
市

の
財
政
健
全
性
に
関
す
る
状
況
は
、

適
正
と
さ
れ
る
基
準
内
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　　　
借
金
に
は
、
そ
の
返
済
金
の
一
部

が
地
方
交
付
税
で
補
て
ん
さ
れ
る

も
の
が
あ
り
、
本
市
で
は
こ
れ
ら
の

借
金
を
で
き
る
だ
け
活
用
し
な
が

ら
必
要
な
施
設
の
整
備
な
ど
を

進
め
て
い
ま
す
。

　

そ
の
中
で
も
「
合
併
特
例
債
」

と
「
過
疎
対
策
債
」
は
、
借
金
返

済
額
（
利
子
含
む
）
の
７
割
が
地

方
交
付
税
で
補
て
ん
さ
れ
る
た

め
、
財
政
運
営
上
〝
有
利
な
借

金
〟
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。
合
併

特
例
債
は
合
併
し
た
市
町
村
が
、

ま
た
過
疎
対
策
債
は
人
口
減
少

率
が
大
き
い
市
町
村
が
活
用
で

き
る
特
別
な
借
金
で
す
。
今
年

度
の
法
律
改
正
に
よ
り
、
活
用

期
限
が
そ
れ
ぞ
れ
５
年
間
延
長

さ
れ
、
過
疎
対
策
債
に
つ
い
て
は

ソ
フ
ト
事
業
に
も
活
用
で
き
る
よ

う
に
な
り
ま
し
た
。

　

市
で
は
、
こ
の
合
併
特
例
債

な
ど
を
活
用
し
、
こ
れ
ま
で
に
ブ

ロ
ー
ド
バ
ン
ド
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
や

防
災
行
政
無
線
の
整
備
、
道
路
改

良
な
ど
多
く
の
事
業
を
実
施
し
て

き
ま
し
た
（
表
）。

　

市
で
は
、
今
後
も
学
校
、
保
育

所
の
耐
震
化
や
再
配
置
、
新
火
葬

場
な
ど
の
多
く
の
建
設
事
業
を
予

定
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
地
域
振

興
や
福
祉
、
産
業
、
教
育
な
ど
さ

ま
ざ
ま
な
分
野
の
施
策
に
も
積
極

的
に
取
り
組
ん
で
い
か
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。

　

市
で
は
、
厳
し
い
財
政
状
況
の

中
、
財
政
の
健
全
性
に
引
き
続
き

留
意
し
な
が
ら
国
や
府
の
補
助
制

度
や
合
併
特
例
債
な
ど
を
最
大
限

に
活
用
し
、
真
に
必
要
な
事
業
の

計
画
的
な
実
施
に
よ
り
市
内
全
域

の
未
来
へ
の
発
展
を
目
指
し
た
基

盤
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
ま

す
。

有利な借金（市債）を活用した行財政運営

ガイド

台 
京
わ が ま ち
丹後市の

台 
所
事
情

合併特例債と過疎対策債の概要
区　　分 合併特例債 過疎対策債

対象地域 京丹後市全域 旧丹後町・旧久美浜町域
計画と活用対象 合併前に策定した「新市建設計

画」に基づく建設事業
・一体性の確保
・均衡ある発展
・振興のための基金造成　など

「京丹後市過疎地域自立促進市
町村計画」に基づく事業
・過疎地域の自立促進
・住民福祉の向上
・地域格差の是正　など

活用の期限
( 法律改正前の期限 )

平成 31 年度まで
（平成 26 年度まで）

平成 32 年度まで
（平成 27 年度まで）

借金できる割合 対象事業費の 95％ 対象事業費の 100％
地方交付税の補てん 返済額の 70％ 返済額の 70％
合併後の借入額 121 億 8,520 万円 35 億 670 万円
主な活用事業 ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ（28.1 億円）

地域振興基金（25.7 億円）
道路（22. ８億円）
防災行政無線（9.3 億円）
保育所・幼稚園（7.9 億円）
小・中学校（7.4 億円）
消防（2.4 億円）

道路（11.3 億円）
保育所（7.6 億円）
ｱﾒﾆﾃｨ久美浜（3.1 億円）
漁港（2.2 億円）
消防（1.9 億円）
街なみ環境（1.7 億円）
除雪車（0.7 億円）

平成 23 年度末残高 105 億 1,023 万円 42 億 6,727 万円
うち交付税補てん額  73 億 5,716 万円 29 億 8,709 万円

市
財
政
の
健
全
性
を
確
保

活
用
期
限
が
５
年
間
延
長

未
来
発
展
に
向
け
た
活
用


